
明治大学大学院学則 

 

昭和２７年３月３１日設置認可 

昭 和 ２ ７ 年 規 則 第 ７ 号 

 

第１章 総則 

（設置） 

第１条 本大学は、明治大学学則第２条第１項及び第６３条に基づき、明治

大学大学院（以下「本大学院」という。）を設置し、明治大学大学院学則

（以下「本学則」という。）を定める。 

２ 本大学は、前項の大学院のほか、高度専門職業人養成を目的として、明

治大学専門職大学院を設置し、明治大学専門職大学院学則は、別に定める。 

（目的） 

第２条 本大学院は、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究め、

又は高度の専門性の求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能

力を養い、文化の発展に寄与することを目的とする。 

２ 本大学院は、前項の目的を達成するため、教育研究活動等の状況につい

て自ら点検し、評価するとともに、授業及び研究指導の内容及び方法の改

善を図るための組織的な研修及び研究を実施するものとする。 

（課程） 

第３条 本大学院の課程は、修士課程及び博士課程とし、博士課程は、博士

前期課程及び博士後期課程に区分する。 

２ 修士課程及び博士前期課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専

攻分野における研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の

能力を養うものとする。 

３ 博士後期課程は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行

い、又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力

及びその基礎となる豊かな学識を養うものとする。 

（標準修業年限） 

第４条 修士課程の標準修業年限は、２年とする。 

２ 博士課程の標準修業年限は、５年とし、博士前期課程の標準修業年限を

２年、博士後期課程の標準修業年限を３年とする。ただし、博士後期課程

のみを置く博士課程にあっては、標準修業年限を３年とする。 

３ 本大学院における最長在学期間は、修士課程及び博士前期課程にあって

は４年、博士後期課程にあっては６年を限度とする。ただし、第４８条第



２項の規定による再入学の場合は、この限りでない。 

４ 第４３条の２及び第４３条の３の規定により、転入学、転科又は転専攻

を許可された者の標準修業年限及び最長在学期間は、前３項に定める範囲

内において当該研究科委員会の議を経て決定する。 

５ 本大学院の学生が、職業を有している等の事情により、標準修業年限を

超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し課程を修了すること

を希望する旨を申し出たときは、当該研究科において、その計画的な履修

を認めることがある。 

６ 第３０条の２第３項の規定により、学生が、本大学院に入学する前に修

得した単位（学校教育法第１０２条第１項の規定により入学資格を得た後

に、修得した単位に限る。）を本大学院において修得したものとみなす場

合であって、当該単位の修得により、本大学院の修士課程又は博士前期課

程の教育課程の一部を履修したと認めるときは、当該研究科委員会の議を

経て、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案して、１年を超え

ない範囲で当該学生の在学期間を短縮することができる。ただし、当該課

程の在学期間を１年未満に短縮することはできないものとする。 

第２章 研究科 

（研究科・専攻及び課程） 

第５条 本大学院に次の研究科及び専攻を設け、研究科に修士課程又は博士

課程を置く。 

 法 学 研 究 科   公法学専攻      博士課程 

              民事法学専攻     博士課程 

 商 学 研 究 科   商学専攻       博士課程 

 政 治 経 済 学 研 究 科   政治学専攻      博士課程 

              経済学専攻      博士課程 

 経 営 学 研 究 科   経営学専攻      博士課程 

 文 学 研 究 科   日本文学専攻     博士課程 

              英文学専攻      博士課程 

              仏文学専攻      博士課程 

              独文学専攻      博士課程 

              演劇学専攻      博士課程 

              文芸メディア専攻   修士課程 

              史学専攻       博士課程 

              地理学専攻      博士課程 

              臨床人間学専攻    博士課程 



 理 工 学 研 究 科   電気工学専攻     博士課程 

              機械工学専攻     博士課程 

              建築・都市学専攻   博士課程 

              応用化学専攻     博士課程 

              情報科学専攻     博士課程 

              数学専攻       博士課程 

              物理学専攻      博士課程 

 農 学 研 究 科   農芸化学専攻     博士課程 

              農学専攻       博士課程 

              農業経済学専攻    博士課程 

              生命科学専攻     博士課程 

 情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研究科      情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学専攻  博士課程 

 教養デザイン研究科   教養デザイン専攻   博士課程 

 先端数理科学研究科   現象数理学専攻    博士課程 

              先端メディアサイエンス専攻  博士課程 

              ネットワークデザイン専攻  博士課程 

 国 際 日 本 学 研 究 科   国際日本学専攻    博士課程 

 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ研究科    ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ専攻 博士課程（博士後期

課程のみ） 

（各研究科及び各専攻の目的） 

第６条 各研究科及び各専攻の人材養成その他の教育研究上の目的につい

ては、別表４のとおりとする。 

 （各研究科の方針） 

第６条の２ 各研究科は、前条に規定する目的を踏まえて、次の方針を定め

る。 

 (1) 課程修了の認定に関する方針 

 (2) 教育課程の編成及び実施に関する方針 

 (3) 入学者の受入れに関する方針 

２ 前項各号の方針については、別に定める。 

（収容定員） 

第７条 研究科の収容定員は、次のとおりとする。 

研 究 科 専  攻 
修 士 課 程 ・ 

博 士 前 期 課 程 
博士後期課程 

合計収 

容定員 



入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

収容 

定員 

法学研究科 

公 法 学 専 攻 

民 事 法 学 専 攻 

２０ 

２０ 

４０ 

４０ 

６ 

６ 

１８ 

１８ 

５８ 

５８ 

計 ４０ ８０ １２ ３６ １１６ 

商学研究科 商 学 専 攻 ３５ ７０ ６ １８ ８８ 

政治経済学 

研 究 科 

政 治 学 専 攻 

経 済 学 専 攻 

２５ 

３５ 

５０ 

７０ 

５ 

７ 

１５ 

２１ 

６５ 

９１ 

計 ６０ １２０ １２ ３６ １５６ 

経営学研究科 経 営 学 専 攻 ４０ ８０ ８ ２４ １０４ 

文学研究科 

日 本 文 学 専 攻 

英 文 学 専 攻 

仏 文 学 専 攻 

独 文 学 専 攻 

演 劇 学 専 攻 

文芸メディア専攻 

史 学 専 攻 

地 理 学 専 攻 

臨 床 人 間 学 専 攻 

６ 

６ 

６ 

６ 

６ 

６ 

２５ 

５ 

１４ 

１２ 

１２ 

１２ 

１２ 

１２ 

１２ 

５０ 

１０ 

２８ 

２ 

２ 

２ 

２ 

１ 

－ 

６ 

２ 

４ 

６ 

６ 

６ 

６ 

３ 

－ 

１８ 

６ 

１２ 

１８ 

１８ 

１８ 

１８ 

１５ 

１２ 

６８ 

１６ 

４０ 

計 ８０ １６０ ２１ ６３ ２２３ 

理工学研究科 

電 気 工 学 専 攻 

機 械 工 学 専 攻 

建築・都市学専攻 

応 用 化 学 専 攻 

情 報 科 学 専 攻 

数 学 専 攻 

物 理 学 専 攻 

８２ 

８６ 

８０ 

４０ 

４０ 

１５ 

１６ 

１６４ 

１７２ 

１６０ 

８０ 

８０ 

３０ 

３２ 

６ 

７ 

７ 

５ 

３ 

３ 

３ 

１８ 

２１ 

２１ 

１５ 

９ 

９ 

９ 

１８２ 

１９３ 

１８１ 

９５ 

８９ 

３９ 

４１ 

計 ３５９ ７１８ ３４ １０２ ８２０ 

農学研究科 

農 芸 化 学 専 攻 

農 学 専 攻 

農業経済学専攻 

生 命 科 学 専 攻 

２６ 

２０ 

８ 

２６ 

５２ 

４０ 

１６ 

５２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

６ 

６ 

６ 

６ 

５８ 

４６ 

２２ 

５８ 

計 ８０ １６０ ８ ２４ １８４ 

情報コミュ

ニケーショ

ン 研 究 科 

情報コミュニケー

ション学専攻 
２５ ５０ ６ １８ ６８ 

教養デザイ

ン 研 究 科 
教養デザイン専攻 ２０ ４０ ４ １２ ５２ 



先端数理科

学 研 究 科 

現象数理学専攻 

先端ﾒﾃﾞｨｱｻｲｴﾝｽ専攻 

ﾈｯﾄﾜｰｸﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 

２０ 

４５ 

３６ 

４０ 

９０ 

７２ 

５ 

６ 

３ 

１５ 

１８ 

９ 

５５ 

１０８ 

８１ 

計 １０１ ２０２ １４ ４２ ２４４ 

国際日本学 

研 究 科 

国 際 日 本 学 

専 攻 
２０ ４０ ５ １５ ５５ 

グローバル・ 

ガ バナ ンス 

研 究 科 

グ ロ ー バ ル ・ 

ガ バ ナ ン ス 専 攻 
－ － ５ １５ １５ 

合   計 ８６０ １７２０ １３５ ４０５ ２１２５ 

 

第３章 教職員組織 

（教員） 

第８条 本大学院における授業及び研究指導は、本大学の学部（以下「学部」

という。）及び専門職大学院に所属する教員（助手を除く。以下「学部等

所属教員」という。）並びに次項及び第３項に規定する教員が担当し、学

部等所属教員の選定方法については、別に定める。 

２ 各研究科には、必要に応じて特任教員、客員教員及び兼任講師を置くこ

とができる。 

３ 本大学院には、必要に応じて本大学院所属の特任教員、客員教員及び兼

任講師を置くことができる。 

４ 前３項のほか、本大学院は、大学院委員会が認めた者に、本大学院にお

ける授業を担当させることができる。 

（事務職員） 

第９条 本大学院に必要な事務職員を置く。 

第４章 運営組織 

（大学院長） 

第１０条 本大学院に大学院長を置く。 

２ 大学院長は、大学院委員会を招集して議長となる。 

３ 大学院長の選任方法は、別に定める。 

４ 大学院長の任期は、２年とする。 

（教務主任） 

第１０条の２ 本大学院に教務主任を置く。 

２ 教務主任は、本大学院の教務をつかさどる。 

３ 教務主任の選任方法は、別に定める。 



４ 教務主任の任期は、２年とする。 

（委員会） 

第１１条 本大学院に、大学院委員会を置く。 

２ 各研究科に、研究科委員会を置く。 

（研究科委員会の組織） 

第１２条 研究科委員会は、当該研究科の授業及び研究指導を担当する専任

教員をもって組織する。ただし、研究科長が特に必要と認めたときは、研

究科委員会の議を経て、当該研究科の授業のみを担当する専任教員を委員

とすることができる。 

２ 研究科長が特に必要と認めたときは、研究科委員会の議を経て、委員以

外の者を出席させることができる。 

（研究科長） 

第１３条 各研究科に研究科長を置く。 

２ 研究科長は、研究科委員会を招集して議長となる。 

３ 研究科長は、研究科委員会において互選するものとする。 

４ 研究科長の任期は、２年とする。 

（大学院委員） 

第１３条の２ 各研究科に大学院委員を置く。 

２ 大学院委員は、研究科長の職務を補佐する。 

３ 大学院委員の選任方法及び任期については、別に定める。 

（専攻主任） 

第１４条 研究科の専攻に専攻主任を置く。 

２ 専攻主任は、当該専攻の教務をつかさどる。 

３ 専攻主任は、当該専攻において互選するものとする。 

４ 専攻主任の任期は、２年とする。 

（研究科委員会の職務） 

第１５条 研究科委員会は、当該研究科に関する次の事項を議決する。 

(1) 学生の入学及び修了に関する事項 

(2) 学位授与に関する事項 

(3) 前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、研究科

委員会の議決が必要なものとして学長が定めるもの 

２ 前項第３号に基づく事項は、次のとおりとする。 

(1) 研究、教育及び指導に関する事項 

(2) 教員の人事に関する事項 

(3) 授業科目の編成及び指導に関する事項 



(4) 試験に関する事項 

(5) 学生の転入学、転科、転専攻、留学、休学、復学、退学及び再入学等

に関する事項 

(6) 学生の育英・奨学及び賞罰に関する事項 

３ 研究科委員会は、前２項に規定するもののほか、学長、大学院長及び研

究科長がつかさどる教育研究に関する事項並びに学長から諮問された事項

について、議決することができる。 

（研究科委員会の議決） 

第１６条 研究科委員会は、構成員の過半数が出席しなければ開くことがで

きない。 

２ 審議事項を議決するには、出席者の３分の２以上の同意がなければなら

ない。 

（研究科委員会の議事録） 

第１７条 研究科委員会の議事については、議事録を作成しなければならな

い。 

２ 議事録は事務長が作成し、当該研究科長の署名を得て保管するものとす

る。 

（大学院委員会の組織） 

第１８条 大学院委員会は、大学院長、教務主任、各研究科長及び各研究科

から選ばれる各１名の大学院委員をもって組織する。 

２ 専攻主任は、大学院委員会に出席して意見を述べることができる。 

３ 大学院長が特に必要と認めたときは、大学院委員会の議を経て、委員以

外の者を出席させることができる。 

（大学院委員会の職務） 

第１９条 大学院委員会は、次の事項を議決する。 

(1) 学位授与に関する事項 

(2) 前号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、大学院委

員会の議決が必要なものとして学長が定めるもの 

２ 前項第２号に基づく事項は、次のとおりとする。 

(1) 各研究科に共通な事項 

(2) 大学院における教員の人事に関する事項 

(3) 研究科間の調整に関する事項 

(4) 学生の育英・奨学及び賞罰に関する事項 

(5) 事務組織に関する事項 

３ 大学院委員会は、前２項に規定するもののほか、学長及び大学院長がつ



かさどる教育研究に関する事項並びに学長から諮問された事項について、

議決することができる。 

（大学院委員会の議決） 

第２０条 大学院委員会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができ

ない。 

２ 審議事項を議決するには、出席委員の３分の２以上の同意がなければな

らない。 

（大学院委員会の議事録） 

第２１条 大学院委員会の議事については、議事録を作成しなければならな

い。 

２ 議事録は事務長が作成し、大学院長の署名を得て保管するものとする。 

第５章 課程修了の要件 

第１節 履修方法等 

（授業及び研究指導） 

第２２条 本大学院の教育・研究は、授業科目の授業及び学位論文の作成等

に対する指導（以下「研究指導」という。）によって行う。 

（授業の方法等） 

第２２条の２ 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかに

より又はこれらの併用により行うものとする。 

２ 本大学院は、教育上有益と認めるときは、当該研究科委員会の議を経て、

文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を多様なメディアを

高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることがで

きる。 

３ 本大学院は、教育上有益と認めるときは、当該研究科委員会の議を経て、

第１項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定によ

り、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所

で履修させる場合についても、同様とする。 

４ 第２項に関し必要な事項は、別に定める。 

 （教育方法の特例） 

第２２条の３ 本大学院は、教育上特別の必要があると認められる場合には、

当該研究科委員会の議を経て、夜間その他特定の時間又は時期において授

業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことができる。 

（必要単位数等） 

第２３条 修士課程及び博士前期課程の修了に必要な単位数は、３０単位以

上とする。 



２ 博士後期課程においては、各研究科の定める研究指導を受けるものとす

る。この場合において、研究指導上必要と認める科目を履修させることが

ある。 

３ 各研究科の授業科目・単位数及び修了要件等については、別表１及び別

表１の２のとおりとする。 

４ 各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とす

る内容をもって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業に

よる教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単

位数を計算する。 

(1) 講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で各研究

科が定める時間の授業をもって１単位とする。 

(2) 実験、実習及び実技については、３０時間から４５時間までの範囲で

各研究科が定める時間の授業をもって１単位とする。 

(3) 授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち２以上の

方法の併用により行う場合の単位数を計算するに当たっては、その組み

合わせに応じ、前２号に規定する基準を考慮して各研究科が定める時間

の授業をもって１単位とする。 

（指導教員） 

第２４条 学生は、専修科目を選定し、当該専修科目の担当者が指導教員と

なる。 

２ 学生は、指導教員の指導の下に履修・研究計画を立てるものとする。 

３ 学位論文は、原則として専修科目により作成するものとする。 

（履修する授業科目の届出） 

第２５条 学生は、履修しようとする授業科目を毎年所定の期間内に届け出

なければならない。 

第２節 試験及び成績 

（単位の授与） 

第２６条 授業科目を履修し、その学識・能力の評価（以下「試験」という。）

に合格した者には、所定の単位を与える。 

（試験の時期） 

第２７条 試験は、毎年次末又は毎学期末に行うものとする。ただし、授業

科目の担当教員が必要があると認めるときは、臨時に行うことができる。 

（試験の方法） 

第２８条 試験は、筆記又は口述によるものとする。ただし、論文の提出、

その他の方法によることができる。 



（成績の表示） 

第２９条 学業成績は、次のとおりとし、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃを合格、Ｆを不合

格とする。 

学業成績 

(点数) 

Ｓ 

(100～90) 

Ａ 

(89～80) 

Ｂ 

(79～70) 

Ｃ 

(69～60) 

Ｆ 

(59～0) 

（受験の条件） 

第３０条 履修した科目でなければ、試験を受けることができない。 

２ 学費を納入しない者は、試験を受けることができない。 

３ 休学又は停学の期間中は、試験を受けることができない。 

（既修得単位の認定） 

第３０条の２ 本大学院は、教育上有益と認めるときは、研究科委員会の議

を経て、学生が他の大学院において修得した単位を、本大学院における授

業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定により認定することができる単位数は、１５単位を超えない

ものとする。 

３ 本大学院は、教育上有益と認めるときは、研究科委員会の議を経て、学

生が本大学院に入学する前に、本大学院又は他の大学院において修得した

単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）を、本大学院における

授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

４ 前項の規定により認定することができる単位数は、転入学の場合を除き、

本大学院において修得した単位以外のものについては、１５単位を超えな

いものとする。 

５ 前各項の規定により認定した単位は、合わせて２０単位を超えない範囲

で本大学院の課程修了に必要な単位数に算入することができる。 

第３節 学位 

（博士の学位） 

第３１条 博士後期課程に３年（法科大学院の課程を修了した者にあっては、

２年）以上在学し、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終

試験に合格した者には、研究科委員会及び大学院委員会の議を経て博士の

学位を授与する。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた

者については、研究科委員会の議を経て、博士後期課程に１年（標準修業

年限が１年以上２年未満の修士課程又は専門職学位課程を修了した者にあ

っては、３年から当該修業年限を減じた期間）以上在学すれば足りるもの

とする。 

２ 次条第１項ただし書の規定により修士課程又は博士前期課程を修了した



者（他の大学院の修士課程又は博士前期課程を同規定と同様に在学期間を

短縮して修了した者も含む。）に係る博士後期課程の学位の授与について

は、前項ただし書の規定中「博士後期課程に１年」とあるのは「博士後期

課程に２年」と読み替えて、同項の規定を適用する。 

（修士の学位） 

第３２条 修士課程又は博士前期課程に２年以上在学し、所定数の単位を修

得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修士論文又は特定の課題につい

ての研究の成果の審査及び最終試験に合格した者には、研究科委員会の議

を経て修士の学位を授与する。ただし、在学期間に関しては、優れた研究

業績を上げた者については、研究科委員会の議を経て、修士課程又は博士

前期課程に１年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 前項本文に規定する修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審

査及び最終試験に合格することについては、博士課程の目的を達成するた

めに必要と認めた場合には、研究科委員会の議を経て、次に掲げる試験及

び審査（以下「博士論文研究基礎力審査」という。）に合格することをも

って、これに代えることができる。 

(1) 専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当該専攻分野に

関連する分野の基礎的素養であって当該博士前期課程において修得し、

又は涵養すべきものについての試験 

(2) 博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力であって

当該博士前期課程において修得すべきものについての審査 

第３３条 削除 

（最終試験及び論文の審査） 

第３４条 最終試験は、学位論文を中心として、これに関連ある科目につい

て行う。 

２ 学位論文の審査は、指導教員及び当該研究科において選定された２名以

上の審査委員により行うものとする。 

（学位記の交付） 

第３５条 学位を授与された者には、学位記を交付する。 

（学位規程） 

第３６条 学位に関する審査手続等についての取扱基準は、明治大学学位規

程により定めるものとする。 

第６章 学年、学期、休日及び休業日 

（学年及び学期） 

第３７条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 



２ 学年は、春学期と秋学期の２学期に分け、期間については、当該年度の

学年暦において定める。 

（休日及び休業日） 

第３８条 次に掲げる日を休日及び休業日とする。 

(1) 日曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律に定められた休日 

(3) 本大学創立記念日（１月１７日） 

(4) 本大学創立記念祝日（１１月１日） 

(5) 春季休業、夏季休業及び冬季休業（当該年度の学年暦において定める。） 

２ 前項の規定にかかわらず、教育上必要があるときは、休日又は休業日に

授業を行うことがある。 

第７章 入学、転入学、転科、転専攻、留学、休学、復学、退学及び

再入学 

（入学の時期） 

第３９条 入学の時期は、学期の始めとする。 

（入学の資格） 

第４０条 修士課程及び博士前期課程に入学することのできる者は、次の各

号のいずれかに該当する資格を持ち、所定の試験に合格した者とする。 

 (1) 大学を卒業した者 

 (2) 大学改革支援・学位授与機構により学士の学位を授与された者 

 (3) 外国において学校教育における１６年の課程を修了した者 

 (4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を日本国内において履

修することにより当該外国の学校教育における１６年の課程を修了し

た者 

 (5) 日本国内において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校

教育における１６年の課程を修了したとされるものに限る。）を有する

ものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設

であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

 (6) 外国の大学その他の外国の学校において、修業年限が３年以上の課程

を修了することにより、学士の学位に相当する学位を授与された者 

 (7) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科

学大臣が定める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定

するものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者 

 (8) 文部科学大臣が指定した者 

 (9) 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における１５年の



課程を修了し、各研究科において、所定の単位を優れた成績をもって修

得したものと認めた者 

 (10) 各研究科において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と

同等以上の学力があると認めた者で、２２歳に達したもの 

２ 博士後期課程に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当

する資格を持ち、所定の試験に合格した者とする。 

(1) 修士の学位を有する者又は専門職学位を有する者 

(2) 外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与され

た者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を日本国内において履

修し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(4) 日本国内において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国

の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大

臣が別に指定するものの当該課程を修了し、修士の学位又は専門職学位

に相当する学位を授与された者 

(5) 国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与され

た者 

(6) 外国の学校、第４号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育

課程を履修し、博士論文研究基礎力審査に相当するものに合格し、修士

の学位を有する者と同等以上の学力があると認めた者 

(7) 文部科学大臣が指定した者 

(8) 各研究科において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門

職学位を有する者と同等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達し

たもの 

（同一研究科の博士後期課程への選考） 

第４１条 本大学院の博士前期課程を修了し、同一研究科の後期課程へ進学

を希望する者については、選考試験を行い、合格した者を進学させる。 

（入学の志願） 

第４２条 本大学院に入学を志願する者は、所定の手続によって願い出るも

のとする。 

（入学の手続） 

第４３条 入学を許可された者は、所定の期日までに入学手続を完了しなけ

ればならない。 

（転入学） 

第４３条の２ 本大学院若しくは他の大学院を修了した者又は他の大学院



に在学する者が転入学を願い出た場合は、欠員のある場合に限り、選考の

上、これを許可することがある。ただし、修了又は在学した専攻への転入

学は認めない。 

（転科及び転専攻） 

第４３条の３ 本大学院の学生が、所属する研究科を変更し、又は同一研究

科において所属する専攻を変更しようと願い出た場合は、欠員のある場合

に限り、選考の上、これを許可することがある。 

（留学） 

第４３条の４ 外国の大学院、それに準ずる高等教育機関又は研究機関（以

下「外国の大学院等」という。）において授業科目を履修し、又は研究指

導を受けようとする者は、所定の留学願を提出し、許可を得て留学するこ

とができる。 

２ 前項による留学期間は、１年以内とする。ただし、特に必要と認めた場

合は、引き続き１年に限り留学期間の延長を許可することができる。 

３ 留学期間は、在学年数に算入する。 

４ 留学によって修得した単位又は教授された研究指導は、研究科委員会の

議を経て、本大学院の課程修了の要件である単位又は研究指導として認定

することができる。 

５ 前項によって認定できる単位数は、第３０条の２第１項の規定により本

大学院において修得したものとみなす単位数と合わせて１５単位以内とす

る。 

６ その他留学に関する事項は、別に定める。 

（休学） 

第４４条 病気その他やむを得ない理由により休学しようとする者は、その

理由を明記し、保証人連署の上願い出て許可を得なければならない。 

２ 病気を理由とする休学願には、医師の診断書を添えなければならない。 

（休学の期間等） 

第４５条 休学は、当該学期の期間とする。ただし、当該休学期間が満了し

てもなお休学を要する場合には、所定の手続を経て許可を得た上、引き続

き次の学期について休学することができる。 

２ 前項の規定により休学期間を延長するときは、当初の休学期間を含めて

２年を限度とする。ただし、特別の事情がある場合には、博士後期課程の

者に限り、所定の手続を経て、更に１年を上限として休学を許可すること

がある。 

３ 在学中に休学することができる期間は、修士課程及び博士前期課程の者



については通算して２年、博士後期課程の者については通算して３年を限

度とする。 

４ 休学した者は、学期の始めでなければ復学することができない。 

５ 休学期間は、在学年数に算入しない。 

第４６条 削除 

（退学） 

第４７条 病気その他の理由によって、退学しようとする者は、その理由を

明記し、保証人連署で願い出なければならない。 

２ 成績不良で改善の見込みのない者は、退学させることがある。 

（再入学） 

第４８条 退学した者が再入学を願い出たときは、研究科委員会の議を経て、

選考試験の上、学期の始めに限り、許可することがある。この場合には、

既修科目の全部又は一部を再び履修させることがある。 

２ 博士後期課程において所定の研究指導等を受けた者が、３年以上在学し

た後退学し、学位論文提出のために再入学する場合は、博士後期課程入学

の日から起算して８年以内に限り、許可することがある。 

（除籍） 

第４９条 学費の納付を怠った者は、除籍する。 

（入学、転入学、転科、転専攻、留学、休学、復学、退学及び再入学の許

可） 

第５０条 入学、転入学、転科、転専攻、留学、休学、復学、退学及び再入

学の許可は、研究科委員会の議を経て学長がこれを行う。 

第８章 学費等 

（入学検定料） 

第５１条 本大学院に入学しようとする者は、別表２に定める入学検定料を

納めなければならない。第４３条の２による転入学、第４３条の３による

転科及び転専攻並びに第４８条第１項による再入学の場合も同様とする。 

（学費） 

第５２条 各研究科の学生は、別表２に定める授業料その他所定の学費を納

めなければならない。 

（納期等） 

第５３条 学費は、学期の始めに納入しなければならない。 

２ 学費等の納入について必要な事項は、別に定める。 

 （学費等の返還制度） 

第５４条 納入した学費等は、返還しない。 



第９章 委託学生、科目等履修生、聴講生、研究生、外国人留学生、

交換留学生、学部履修生及び特別聴講学生 

（委託学生） 

第５５条 本大学院は、官公庁又は外国政府その他の委託があったときは、

その者を委託学生として、第４０条の規定にかかわらず、研究科委員会の

議を経て入学を許可することがある。 

２ 委託学生は、第５２条に定める学費を納入しなければならない。 

３ 委託学生は、履修した授業科目について試験を受けることができる。 

４ 前項の試験に合格した者には、証明書を交付する。 

５ 委託学生については、前各項の規定のほか、正規の学生についての規定

を準用する。ただし、第５章第３節の規定は除く。 

（科目等履修生） 

第５５条の２ 本大学院の特定の授業科目について単位修得を希望する者

については、各研究科の教育研究に支障のない場合に限り、研究科委員会

の議を経て、科目等履修生として履修を許可することがある。 

２ 科目等履修生がその履修した科目について試験を受け、合格したときは、

単位を与える。 

３ 履修を許可された者は、別表２に定める入学金、履修料及び実験実習料

を納めなければならない。 

４ 科目等履修生については、前３項に定めるもののほか、前条第５項の規

定を準用し、その他必要な事項については、別に定める。 

（聴講生） 

第５６条 本大学院の特定の授業科目について聴講を希望する者について

は、各研究科の教育研究に支障のない場合に限り、研究科委員会の議を経

て聴講を許可することがある。 

２ 聴講の期間は、学期の始めから起算して、６か月又は１年とする。 

３ 聴講を許可された者は、別表２に定める入学金、聴講料及び実験実習料

を納入しなければならない。 

４ 聴講生には、前３項に定めるもののほか、第５５条第５項の規定を準用

する。 

（研究生） 

第５６条の２ 本大学院において特定の研究課題について指導を受けよう

とする者については、各研究科の教育研究に支障のない場合に限り、研究

科委員会の議を経て、研究生として受入れを許可することがある。 

２ 研究生の受入期間は、１年以内とする。 



３ 研究生は、別表２に定める入学金、研究指導料及び実験実習料を納入し

なければならない。 

４ 研究生には、前３項に定めるもののほか、正規の学生についての規定を

準用し、その他必要な事項については、別に定める。ただし、正規の学生

についての規定のうち、第５章第３節及び第３９条の規定は除く。 

（外国人留学生） 

第５６条の３ 外国人で本大学院に入学を志願する者があるときは、選考の

上、外国人留学生として入学を許可することがある。 

２ この学則に規定するもののほか、外国人留学生について必要な事項は、

別に定める。 

（交換留学生） 

第５６条の４ 本大学と外国の大学との学生交流協定に基づき、本大学院に

留学を志願する者があるときは、研究科委員会の議を経て、交換留学生と

して入学を許可することがある。 

２ 交換留学生の入学、在学年限、学費等に関する事項は、別に定める。 

（学部履修生） 

第５６条の５ 本大学院の特定の授業科目について履修を希望する学部の

学生については、当該研究科の教育に支障のない限り、研究科委員会の議

を経て、学部履修生として、その履修を許可することがある。 

２ 学部履修生がその履修した授業科目について試験を受け、合格したとき

は、単位を与える。 

３ 学部履修生の履修料は徴収しない。 

（特別聴講学生） 

第５６条の６ 本大学院は、次章の規定により交流する他の大学院との間で

締結した協定に基づき、研究科委員会の議を経て、当該大学院の学生を特

別聴講学生として受け入れることがある。 

第１０章 他の大学院等との交流 

（他の大学院等との交流） 

第５７条 本大学院は、教育研究上有益と認めるときは、他の大学院との間

に学生を交流させ、単位の互換及び研究指導の委託又は受託を行うことが

できる。ただし、修士課程又は博士前期課程の学生について認めた場合に

は、当該研究指導を受ける期間は、１年を超えないものとする。 

２ 前項の研究指導は、大学院に準ずる研究機関にも委託することができる。 

３ 他の大学院等との交流についての規程は、別に定める。 

第１１章 研究施設等 



（研究施設） 

第５８条 本大学院には、その教育研究に必要な講義室、演習室、研究室等

を備えるものとする。 

（図書館） 

第５９条 本大学院の図書館を明治大学図書館内に置く。 

２ 前項の図書館については、明治大学図書館規程で定める。 

第１２章 厚生・保健施設及び奨学制度 

（厚生・保健施設及び奨学制度） 

第６０条 厚生・保健施設及び奨学制度については、別に定める。 

第１３章 賞罰 

（表彰） 

第６１条 人物及び学業の優秀な者には、表彰することがある。 

（懲戒） 

第６２条 学生が、本大学の校規に違反若しくは本学園の秩序を乱し、又は

学生の本分に反する行為があったときは、その情状によって懲戒を行う。 

２ 懲戒は、けん責、停学及び退学の３種とする。 

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、退学させる。 

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(2) 本学園の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

(3) 正当な理由が無くして学業を怠る者 

（賞罰の執行） 

第６３条 賞罰は、研究科委員会において決定し、大学院委員会の議を経て

学長が行う。 

第１４章 教育職員免許状取得資格 

（教育職員免許状取得資格） 

第６４条 教育職員免許状を得ようとする者は、教育職員免許法及び同施行

規則に基づき、所定の授業科目の単位を修得しなければならない。 

２ 本大学院において取得できる教育職員免許状の種類及び教科は、別表３

のとおりとする。 

第１５章 学則等の適用 

（学則等の適用） 

第６５条 この学則において特に定めがない事項については、明治大学学則

及び明治大学学則により別に定められた細則等による。 

附 則 

１ 本学則は、昭和２７年４月１日から施行する。 



２ 昭和２８年改正学則は、昭和２９年４月１日から施行する。 

（注 各研究科（公法、民事法、商学、政治学、経済史経済学史、日本史学、電気工学、機

械工学の各専攻）博士課程の設置、政治経済学研究科経済政策専攻（修）を経済史及び経済

政策専攻（修）に変更） 

３ 昭和３０年１０月改正学則は、昭和３１年４月１日から施行する。 

（注 工学研究科建築学専攻（修）の設置） 

４ 昭和３１年９月改正学則は、昭和３２年４月１日から施行する。 

（注 文学研究科日本史学専攻（修・博）を史学専攻（修・博）に変更、地理学専攻（修）

の設置） 

５ 昭和３２年２月改正学則は、昭和３２年４月１日から施行する。 

（注 学科目の改正、所定納入金の改定、その他字句整理） 

６ 昭和３２年９月改正学則は、昭和３２年９月１日から施行する。 

（注 文部省の指示による修正（論文博士の取扱方、学位授与大学名の明記等の規定挿入）

その他字句修正） 

７ 昭和３３年１１月改正学則は、昭和３４年４月１日から施行する。ただ

し、第２１条第１項の規定の適用については、昭和３３年４月１日までに

入学した者に限り、なお従前の例による。 

（通達第１７号）（注 農学研究科農産製造学専攻（修）、経営学研究科経営学専攻（修・

博）の設置、学位論文提出期に関する規定の改正、各研究科学科目の改正） 

８ 昭和３４年１１月改正学則は、昭和３５年４月１日から施行する。 

（注 政治経済学研究科経済学専攻（修）の設置、経済史及び経済政策専攻（修）は昭和３

５年度から学生募集停止） 

９ 昭和３５年１１月改正学則は、昭和３６年４月１日から施行する。 

（注 工学研究科建築学専攻（博）の設置） 

１０ 昭和３７年１１月改正学則は、昭和３８年４月１日から施行する。 

（注 政治経済学研究科経済学専攻（博）の設置、経済史経済学史専攻（博）は昭和３８年

度から学生募集停止） 

１１ 昭和３８年２月改正学則は、昭和３８年４月１日から施行する。 

（注 入学金、授業料、学園費、入学試験料の改定） 

１２ 昭和３８年１１月改正学則は、昭和３９年４月１日から施行する。 

（注 文学研究科日文、英文、仏文各専攻（修・博）、地理学専攻（博）の設置、文芸学専

攻学生定員の変更） 

１３ 昭和４０年１１月改正学則は、昭和４１年４月１日から施行する。 

（注 工学研究科工業化学専攻（修・博）の設置、ただし、博士課程は昭和４３年度開設） 

１４ 昭和４１年１２月改正学則は、昭和４２年４月１日から施行する。 



（注 入学金、授業料、聴講生納入金の改定） 

１５ 昭和４３年３月改正学則は、昭和４３年４月１日から施行する。 

（通達第６２号）（注 再入学の取扱方の改正） 

１６ 昭和４４年２月改正学則は、昭和４４年４月１日から施行する。 

（通達第６９号）（注 修業年限規定の明確化、不要条項の削除、字句の修正と条数の異動） 

附 則 

１ この改正は、昭和４６年４月１日から施行する。 

（注 文芸学専攻の廃止及び独文学専攻・演劇学専攻の増設） 

２ この改正の際、現に文学研究科文芸学専攻（修士課程）に在籍する学生

については、改正前の学則第５条、第６条及び第８条の規定は、当該学生

が在籍する間、なお効力を有する。 

（通達第１１７号） 

附 則 

この改正は、昭和４６年４月１日から施行し、昭和４６年度の第１年次生

から適用する。 

（注 別表１の学科目の新設・廃止及び名称の変更） 

附 則 

この改正は、昭和４６年４月１日から施行する。 

（通達第１１９号）（注 学科目を授業科目に変更、第２２条を削り、第２３条以降を各１

条ずつ繰り上げる。） 

附 則 

この改正は、昭和４６年１２月２日から施行する。ただし、別表１の改正

は、昭和４７年４月１日から施行する。 

（注 別表１の授業科目の新設、廃止及び別表２の入学試験料の改定） 

附 則 

この改正は、昭和４８年４月１日から施行する。 

（通達第１５６号）（注 法学研究科、商学研究科、工学研究科、農学研究科及び経営学研

究科の学生収容定員の改正） 

附 則 

１ この改正は、昭和４８年２月２６日から施行する。ただし、別表１の改

正は、昭和４８年４月１日から施行する。 

２ この改正施行の際現に在学する者に係る学費の額は、改正後の規定にか

かわらず、なお従前の例による。 

（通達第１５３号）（注 別表１の法学研究科を除く各研究科の授業科目の新設・廃止・名

称変更及び別表２の授業料等の学費改定による改正） 



附 則 

この改正は、昭和４９年４月１日から施行する。 

（通達第１６９号・第１８８号）（注 文学研究科の独文学専攻（博）・演劇学専攻（博）

の設置、国民の祝日に関する法律の改正に伴う休日の規定の改定及び夏季休業日の改正、別

表１の法学研究科を除く各研究科の授業科目の新設・廃止・名称・単位数等の改正） 

附 則 

１ この改正は、昭和４９年１２月７日から施行する。ただし、別表１の改

正は、昭和５０年４月１日から施行する。 

２ この改正施行の際現に在学する者に係る学費の額は、改正後の規定にか

かわらず、なお従前の例による。 

（通達第１９９号）（注 別表１の商学・政治経済学・工学・経営学研究科の授業科目の新

設・廃止及び別表２の授業料等の学費改定による改正） 

附 則 

１ この改正は、昭和５１年４月１日から施行する。ただし、昭和５０年度

以前に入学した者については、改正後の規定にかかわらず、従前の例によ

る。 

（注 大学院設置基準の施行に伴う全部改正） 

２ この改正施行の際在職している教職員及び役職者については、この改正

による当該職位にあるものとみなす。 

（通達第２４４号） 

附 則 

この改正は、昭和５２年４月１日から施行する。 

（注 政治経済学研究科の授業科目の新設、廃止及び名称の改正） 

附 則 

この改正は、昭和５２年１１月２９日から施行する。 

（通達第２９５号）（注 別表２の入学試験料の改定に伴う改正） 

附 則 

この改正は、昭和５３年４月１日から施行する。 

（通達第３０３号）（注 農学研究科専攻増設（農産製造学専攻を農芸化学専攻（博士前期

課程）に名称変更し、農芸化学専攻（博士後期課程）、農学専攻（修士課程）及び農業経済

学専攻（修士課程）を増設）に伴う改正及び別表１の法学・政治経済学研究科の授業科目の

新設等の改正） 

附 則 

１ この改正は、昭和５４年４月１日から施行する。ただし、別表２の改正

は、昭和５４年１月２９日から施行する。 



２ 別表２の改正施行の際現に在学する者に係る学費の額は、改正後の規定

にかかわらず、なお従前の例による。 

（通達第３１４号）（注 教員免許状取得資格の明示及びそれに伴う別表３の新設並びに別

表２の授業料等の学費改定に伴う改正） 

附 則 

この改正は、昭和５４年４月１日から施行する。 

（注 政治経済学・経営学・農学研究科の授業科目変更による改正） 

附 則 

この改正は、昭和５５年４月１日から施行する。 

（注 別表１の工学研究科の授業科目単位数の変更及び農学研究科の授業科目名称の変更、

増設等） 

附 則 

１ この改正は、昭和５５年６月２３日から施行する。 

２ この改正施行の際現に在学する者に係る学費（入学試験料を除く。）の

額は、なお従前の例による。 

（通達第３３７号）（注 別表２の入学試験料の改定に伴う改正） 

附 則 

この改正は、昭和５６年４月１日から施行する。 

（注 別表１政治経済学・経営学・工学研究科の授業科目の増設等及び文学研究科博士前期

課程・博士後期課程の授業科目を同一表による表示に改正） 

附 則 

この改正は、昭和５７年４月１日から施行する。 

（注 別表１政治経済学研究科の授業科目の増設、工学研究科の授業科目・単位数の変更、

農学研究科の授業科目の増設・履修方法の変更による改正） 

附 則 

この改正は、昭和５８年１月１日から施行する。 

（通達第４００号）（注 別表２の入学試験料の改定に伴う改正） 

附 則 

この改正は、昭和５８年４月１日から施行する。 

（注 別表１政治経済学研究科（博士前期課程）の授業科目を新設・廃止、経営学研究科（博

士前期課程）の授業科目の分野別区分を体系別区分に改め、授業科目の新設・廃止・履修方

法を変更、同研究科博士後期課程の授業科目の名称を廃止・再編成、農学研究科（修）の授

業科目の新設・変更に伴う改正） 

附 則 

この改正は、昭和５９年４月１日から施行する。 



（注 別表１政治経済学研究科（博士前期課程）及び経営学研究科（博士前期課程）の授業

科目の変更） 

附 則 

この改正は、昭和５９年１月１日から施行する。 

（通達第４２３号）（注 別表２の入学試験料の改定に伴う改正） 

附 則 

この改正は、昭和５９年４月１日から施行する。 

（通達第４２６号）（注 授業科目変更による改正） 

附 則 

この改正は、昭和５９年４月１日から施行する。 

（通達第４３１号）（注 留学生の送出し及び研究生等に関する規定の新設並びに各研究科

ごとの総定員の表示整備等に伴う改正） 

附 則 

１ この改正は、昭和６０年１月１日から施行する。ただし、第５９条の改

正規定は、昭和６０年４月１日から施行する。 

２ この改正施行の際、現に在学する者に係る学費の額は、改正後の規定に

かかわらず、なお従前の例による。 

（通達第４６５号）（注 記念図書館の完成により、図書館大学院分室が廃止されたこと

に伴う当該条項の改正並びに別表２の授業料等の学費改定に伴う改正） 

附 則 

この改正は、昭和６０年４月１日から施行する。 

（注 別表１商学研究科の授業科目の新設・履修方法の改正、政治経済学研究科の授業科目

の新設、文学研究科の授業科目の変更及び履修方法の全部改正並びに農学研究科の授業科

目変更に伴う改正） 

附 則 

１ この改正は、昭和６１年４月１日から施行する。 

２ この改正による工学研究科の各総定員及び合計総定員並びに合計数は、

昭和６２年度以降のものとし、昭和６１年度については、次のとおりとす

る。 

（通達第４９９号） 

博士課程 

 

研 究 科 専  攻 
博士前期課程 

総 定 員 

博士後期課程 

総 定 員 

合  計 

総 定 員 

     

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

     

工学研究科 

機械工学専攻 

電気工学専攻 

建 築 学 専 攻 

工業化学専攻 

４２ 

４０ 

３４ 

２５ 

１８ 

１８ 

１２ 

１２ 

６０ 

５８ 

４６ 

３７ 

計 １４１ ６０ ２０１ 

     

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

     

合    計 ５８１ ２０１ ７８２ 

 

（注 工学研究科各専攻博士前期課程の入学定員及び総定員変更に伴う改正） 

附 則 

この改正は、昭和６１年４月１日から施行する。 

（注 別表１政治経済学研究科及び農学研究科の授業科目の新設・廃止・単位数の変更に伴

う改正） 

附 則 

この改正は、昭和６２年４月１日から施行する。 

（注 別表１商学研究科、政治経済学研究科、工学研究科、農学研究科の授業科目の新設・

廃止及び履修方法の変更に伴う改正） 

附 則（昭和６２年規則第２号） 

この学則は、昭和６２年７月２７日から施行し、昭和６２年６月１日から

適用する。 

（通達第５７８号）（注 別表２の入学試験料の改定に伴う改正） 

附 則 

この学則は、昭和６３年４月１日から施行する。 

（注 別表１政治経済学研究科及び工学研究科の授業科目の新設・単位数変更・名称変更に

伴う改正） 

附 則 

この学則は、１９８９年（平成元年）４月１日から施行する。 

（注 別表１政治経済学研究科及び農学研究科の授業科目の新設、名称変更等に伴う改正） 

附 則（１９８９年規則第２号） 

（施行期日） 

１ この学則は１９９０年（平成２年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則施行の際、現に農学研究科修士課程の農学専攻又は農業経済学

専攻に在籍する学生については、当該学生が在籍する間、なお従前の例に



よる。 

３ 第７条の改正規定に定める博士前期課程及び博士後期課程の総学生定員

は、１９９２年度（平成４年度）以降のものとし、１９９０年度（平成２

年度）及び１９９１年度（平成３年度）の年度別総学生定員は、次のとお

りとする。 

 博士前期課程 

総 定 員 

博士後期課程 

総 定 員 
合 計 総 定 員 

１９９０年度 ６１８  ２０５  ８２３  

１９９１年度 ６３４  ２０９  ８４３  

（通達第６３２号）（注 農学研究科農学専攻及び農業経済学専攻に博士課程を増設するこ

とに伴う当該条項の改正、条文の整理並びに別表１中農学研究科の授業科目の改正及び別

表２の学費の表の整理） 

附 則（１９８９年規則第４号） 

この学則は、１９９０年（平成２年）４月１日から施行する。ただし、別

表２中施設設備費を教育充実費に名称を改める改正規定は、１９９０年度（平

成２年度）入学者についても適用する。 

（通達第６３５号）（注 学費の項目中、施設設備費を教育充実費とする名称変更に伴う本

則の当該条項等の改正及び別表２の項目の改正） 

附 則（１９８９年規則第９号） 

この学則は、１９９０年（平成２年）４月１日から施行する。 

（通達第６４２号）（注「教育職員免許法」等の改正施行に伴う本則の当該条項の改正及び

別表３の免許状の種類・教科等の改正並びに別表１法学研究科、政治経済学研究科の授業科

目の新設） 

附 則 

この学則は、１９９１年（平成３年）４月１日から施行する。 

（注 別表１中政治経済学研究科、経営学研究科の授業科目の新設、配当変更、履修方法の

改正） 

附 則（１９９１年規則第３号） 

（施行期日等） 

１ この学則は、１９９２年（平成４年）４月１日から施行し、改正後の第

３４条の規定は１９９１年（平成３年）７月１日から、改正後の別表２の

規定は１９９２年（平成４年）１月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この学則施行の日の前日において在学する者に係る学費の額については、



なお従前の例による。 

（通達第６８４号）（注 学校教育法、大学院設置基準等の法令の改正施行並びに入学試験

料及び学費等の改正に伴う本則及び別表２の改正） 

附 則（１９９２年規則第５号） 

（施行期日） 

１ この学則は、１９９３年（平成５年）４月１日から施行する。 

（工学研究科に在学する学生に係る授業料等に関する経過措置） 

２ この学則施行の際、現に工学研究科に在学する学生に係る授業料その他

所定の学費の額については、当該学生が在学する間、なお従前の例による。 

（理工学研究科の収容定員に関する経過措置） 

３ 本大学院の収容定員のうち、理工学研究科博士課程及び修士課程に係る

収容定員については、改正後の第７条の規定にかかわらず、１９９３年度

（平成５年度）及び１９９４年度（平成６年度）においては、それぞれ次

のとおりとする。 

(1) 博士課程 

研 

究 

科 

専  攻 

収 容 定 員 

１９９３年度 

（平成５年度） 

１９９４年度 

（平成６年度） 

博士前 

期課程 

博士後 

期課程 

合計収 

容定員 

博士前 

期課程 

博士後 

期課程 

合計収 

容定員 

理
工
学
研
究
科 

電 気 工 学 専 攻 ４２ ６ ４８ ８４ １２ ９６ 

機 械 工 学 専 攻 ４９ ７ ５６ ９８ １４ １１２ 

建 築 学 専 攻 ３５ ５ ４０ ７０ １０ ８０ 

工 業 化 学 専 攻 ２５ ５ ３０ ５０ １０ ６０ 

計 １５１ ２３ １７４ ３０２ ４６ ３４８ 

(2) 修士課程 

研究科 専   攻 
収 容 定 員 

１９９３年度（平成５年度） 

理工学 

研究科 
基礎理工学専攻 ５０ 

（通達第７２２号）（注 １９９３年３月１９日文部大臣認可 理工学研究科設置に伴う本

則及び別表１から別表３までの改正並びに法学研究科、政治経済学研究科及び農学研究科

の授業科目の新設、廃止、名称変更、配置変更等に伴う別表１の改正） 

附 則（１９９３年度規則第４号） 



この学則は、１９９４年（平成６年）４月１日から施行する。 

（通達第７６３号）（注 各研究科（文学・理工学研究科を除く。）の授業科目の廃止、新

設、配置変更等のための別表１の改正、聴講生及び研究生に係る入学金等の改定のための別

表２の改正並びに高等学校教諭専修免許状の教科の「社会」を、「地理歴史」及び「公民」

とする課程認定申請のための別表３の改正） 

附 則（１９９４年度規則第４号） 

（施行期日） 

１ この学則は、１９９５年（平成７年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則の施行の際、現に理工学研究科基礎理工学専攻の修士課程に在

学する学生については、当該学生が在学する間、なお従前の例による。 

３ 本大学院の収容定員のうち、理工学研究科に係る収容定員については、

改正後の第７条の規定にかかわらず、１９９５年度（平成７年度）及び１

９９６年度（平成８年度）においては、次のとおりとする。 

研 

 

究 

 

科 

専   攻 

収 容 定 員 

１９９５年度 

（平成７年度） 

１９９６年度 

（平成８年度） 

博士前 

期課程 

博士後 

期課程 

合計収 

容定員 

博士前 

期課程 

博士後 

期課程 

合計収 

容定員 

理
工
学
研
究
科 

電 気 工 学 専 攻 

機 械 工 学 専 攻 

建 築 学 専 攻 

工 業 化 学 専 攻 

基礎理工学専攻 

８４ 

９８ 

７０ 

５０ 

５０ 

１８ 

２１ 

１５ 

１５ 

１０ 

１０２ 

１１９ 

８５ 

６５ 

６０ 

８４ 

９８ 

７０ 

５０ 

１００ 

１８ 

２１ 

１５ 

１５ 

２０ 

１０２ 

１１９ 

８５ 

６５ 

１２０ 

計 ３５２ ７９ ４３１ ４０２ ８９ ４９１ 

（通達第７９４号）（注 １９９５年３月１６日文部大臣認可 理工学研究科基礎理工学専

攻博士課程の設置に伴う本則及び別表１の改正） 

附 則（１９９４年度規則第６号） 

（施行期日等） 

１ この学則は、１９９５年（平成７年）４月１日から施行し、改正後の別

表２の規定は、１９９５年度（平成７年度）入学者から適用する。 

（経過措置） 

２ この学則の施行の日の前日において在学する者に係る学費の額について

は、なお従前の例による。 

（通達第８００号）（注 法学研究科、経営学研究科及び文学研究科の授業科目の統合、新



設等のための別表１の改正並びに学費等の改定に伴う別表２の改正） 

附 則（１９９４年度規則第８号） 

この学則は、１９９５年（平成７年）４月１日から施行する。 

（通達第８０２号）（注 農学研究科農業経済学専攻において取得できる免許教科が中学校

の「社会」及び高等学校の「公民」に改められたことに伴う別表３の改正）  

附 則（１９９５年度規則第５号） 

この学則は、１９９６年（平成８年）４月１日から施行する。 

（通達第８４９号）（注 授業科目の新設及び配置変更並びに学費等の改定に伴う別表の改

正） 

附 則（１９９５年度規則第９号） 

この学則は、１９９６年（平成８年）４月１日から施行する。 

（注 農学研究科における授業科目の配置変更に伴う別表１の改正） 

附 則（１９９６年度規則第３号） 

この学則は、１９９７年（平成９年）４月１日から施行する。 

（通達第９０１号）（注 各研究科（理工学研究科を除く。）の授業科目の廃止、新設、配

置変更並びに学費等の改定に伴う別表の改正） 

附 則（１９９７年度規則第２号） 

（施行期日） 

１ この学則は、１９９８年（平成１０年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定（政治経済学研究科博士前期課程

及び博士後期課程並びに理工学研究科博士前期課程・博士後期課程に係る

部分に限る。）は、この学則の施行の日（以下「施行日」という。）以後

に政治経済学研究科博士前期課程及び博士後期課程並びに理工学研究科博

士前期課程及び博士後期課程の第１年次に入学する者から適用し、施行日

の前日において当該課程に在学する者に係る教育課程については、なお従

前の例による。 

３ この学則による改正後の別表２の教育充実費に係る規定は、施行日の前

日において在学する者（１９９４年度（平成６年度）以前の入学者を除く。）

についても適用する。 

（通達第９３９号）（注 明治大学学則の外国人留学生に関する改正、各研究科（工学研究

科を除く。）の授業科目の新設、統合廃止等並びに学費等の改定に伴う本則及び別表の改正） 

附 則（１９９８年度規則第２号） 

（施行期日） 

１ この学則は、１９９９年（平成１１年）４月１日から施行する。 



（経過措置） 

２ 本大学院の収容定員のうち、文学研究科史学専攻博士前期課程及び博士

後期課程に係る収容定員については、改正後の第７条の規定にかかわらず、

１９９９年度（平成１１年度）及び２０００年度（平成１２年度）（博士

後期課程のみ）においては、それぞれ次のとおりとする。 

 博士前期 

課 程 

博士後期 

課 程 

合計収容 

定 員 

１９９９年度（平成１１年度） ４０ １２ ５２ 

 
 

博士後期課程 合 計 収 容 定 員 

２０００年度（平成１２年度） １５ ６５ 

（通達第９８１号）（注 文学研究科史学専攻に係る入学定員及び収容定員の増員に伴う当

該部分の改正） 

附 則（１９９８年度規則第４号） 

（施行期日） 

１ この学則は、１９９９年（平成１１年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行の日（以下こ

の項において「施行日」という。）以後に当該研究科の博士前期課程又は

博士後期課程の第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日において

在学する者（次項において「在学生」という。）に係る教育課程について

は、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目のうち、

当該研究科委員会が認めたものについては、在学生であっても、これを履

修することができるものとする。 

（通達第９９０号）（注 各研究科（工学・理工学研究科を除く。）の授業科目の新設、廃

止、配置変更等及び学費等の改定に伴う別表の改正） 

附 則（１９９９年度規則第９号） 

この学則は、２０００年（平成１２年）４月１日から施行する。 

（通達第１０４４号）（注 客員教員制度の導入に伴う当該部分の改正） 

附 則（１９９９年度規則第１１号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２０００年（平成１２年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 



２ この学則による改正後の別表１の規定（理工学研究科博士前期課程及び

博士後期課程に係る部分を除く。）は、この学則の施行の日（以下この項

において「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、

施行日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育

課程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、法学、商学、経営学及び文学研究科において

は、改正後の別表１の規定による授業科目のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも

のとする。 

４ この学則による改正後の別表２の規定は、在学生（１９９４年度（平成

６年度）以前の入学者を除く。）についても適用する。 

（通達第１０４６号）（注 学部履修生制度の導入、修士学位を授与する要件の変更、所定

の要件を満たした博士前期課程を修了していない者に対する博士後期課程への入学資格の

付与、在学年数を超えた者を退学として取り扱うこと、研究指導担当者の名称変更、カリキ

ュラムの改定並びに学費の改定に伴う本則及び別表の改正）  

附 則（２０００年度規則第２号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００１年（平成１３年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行の日（以下こ

の項において「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用

し、施行日の前日において在学する者（次項において「在学生」という。）

に係る教育課程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、法学研究科、商学研究科、政治経済学研究科

及び経営学研究科においては、改正後の別表１の規定による授業科目のう

ち、当該研究科委員会が認めたものについては、在学生であっても、これ

を履修することができる。 

（通達第１１００号）（注 カリキュラムの改定並びに学費の改定に伴う別表の改正） 

附 則（２００１年度規則第２号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００２年（平成１４年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 本大学院の収容定員のうち、経営学研究科経営学専攻博士前期課程及び

博士後期課程に係る収容定員については、改正後の第７条の規定にかかわ

らず、２００２年度（平成１４年度）及び２００３年度（平成１５年度）



（博士後期課程のみ）においては、それぞれ次のとおりとする。 

 

 

３ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行の日（以下こ

の項において「施行日」という。）以後に経営研究科博士前期課程の第１

年次に入学する者から適用し、施行日の前日において同課程に在学する者

（次項において「在学生」という。）にかかわる教育課程については、な

お従前の例による。 

４ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目のう

ち、経営学研究科委員会が認めたものについては、在学生であってもこれ

を履修することができるものとする。 

（通達第１１２８号）（注 経営学研究科経営学専攻の入学定員及び収容定員の変更に伴う

本則の改正及び同研究科博士前期課程の講義科目半期２単位制に伴う別表１の改正並びに

入学資格要件を学校教育法及び同施行規則に合わせるため並びに用事・用語を整理・統一す

るための本則の改正） 

附 則（２００１年度規則第６号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００２年（平成１４年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定は、前項の施行日以後に第１年次

に入学する者から適用し、前項の施行日の前日において在学する者（次項

において「在学生」という。）に係る教育課程については、なお従前の例

による。 

３ 前項の規定にかかわらず、法学研究科及び商学研究科においては、改正

後の別表１の規定による授業科目のうち、当該研究科委員会が認めたもの

については、在学生であっても、これを履修することができる。 

（通達第１１５４号）（注 科目等履修生制度の導入に伴う本則及び別表の改正並びに各研

究科（文学研究科を除く。）の授業科目の新設、廃止、名称変更及び学費の改定に伴う別表

 博士前期 

課  程 

博士後期 

課  程 

合計収容 

定  員 

２００２年度（平成１４年度） ６５ １８ ８３ 

 
博士後期課程 

合計収容 

定  員 

２００３年度(平成１５年度) ２１ １０１ 



の改正） 

附 則（２００２年度規則第２号） 

この学則は、２００２年（平成１４年）１０月２８日から施行する。 

（通達第１１８２号）（注 ２００２年１０月２８日文部科学大臣認可 工学研究科の廃止

に伴う本則及び別表の当該部分の改正） 

附 則（２００２年度規則第４号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００３年（平成１５年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 本大学院の収容定員のうち、理工学研究科博士前期課程並びに農学研究

科博士前期課程及び博士後期課程に係る収容定員については、改正後の第

７条の規定にかかわらず、２００３年度（平成１５年度）及び２００４年

度（平成１６年度）（農学研究科博士後期課程のみ）においては、それぞ

れ次のとおりとする。 

２００３年度（平成１５年度） 

 博士前期課程 博士後期課程 合計収容定員 

農 学 研 究 科 ６２ ２０ ８２ 

理 工 学 研 究 科 ５０５  ６０４ 

２００４年度（平成１６年度） 

 博士前期課程 博士後期課程 合計収容定員 

農 学 研 究 科  ２２ ９４ 

３ 改正後の別表１の規定による授業科目のうち、農学研究科委員会が認め

たものについては、第１項の施行日以前から農学研究科に在学する者であ

っても、これを履修することができるものとする。 

（通達第１１９２号）（注 ２００２年１２月１９日文部科学大臣承認 農学研究科生命科

学専攻の設置及び理工学研究科の収容定員の変更に伴う本則及び別表１の改正） 

附 則（２００２年度規則第６号） 

この学則は、２００３年（平成１５年）４月１日から施行する。 

（通達第１２０６号）（注 農学研究科生命科学専攻における「理科」の中学校教諭及び高

等学校教諭の専修免許状の課程認定に伴う改正） 

附 則（２００２年度規則第９号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００３年（平成１５年）４月１日から施行する。 



（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定（商学研究科に係る部分は除く。）

は、この学則の施行日以後に第１年次に入学する者から適用し、同施行日

の前日において在学する者（次項において「在学生」という。）に係る教

育課程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、法学研究科、政治経済学研究科、経営学研究

科、文学研究科及び農学研究科においては、改正後の別表１の規定による

授業科目のうち、当該研究科委員会が認めたものについては、在学生であ

っても、これを履修することができるものとする。 

（通達第１２１５号）（カリキュラムの改定及び学費の改定に伴う改正） 

附 則（２００３年度規則第３号） 

この学則は、２００４年（平成１６年）４月１日から施行する。 

（通達第１２４１号）（注 ガバナンス研究科ガバナンス専攻（修）及びグローバル・ビジ

ネス研究科グローバル・ビジネス専攻（専）の設置並びにこれに伴う修士課程及び専門職学

位課程に係る規定の新設その他の整理並びに法科大学院の設置に伴う委任規定の新設等に

伴う改正） 

附 則（２００３年度規則第１１号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００４年（平成１６年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定（商学研究科に係る部分は除く。）

は、この学則の施行日以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の

前日において在学する者（次項において「在学生」という。）に係る教育

課程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、法学研究科、経営学研究科及び文学研究科に

おいては、改正後の別表１の規定による授業科目のうち、当該研究科委員

会が認めたものについては、在学生であっても、これを履修することがで

きるものとする。 

（通達第１２８９号）（注 研究科教授会、研究科長の設置、修了要件等の整備、休日及

び休業日における授業実施に係る規定の設置、学費の納入に係る規定の整備、休学中の授

業料減免に関する規定の削除、カリキュラムの改定並びに学費の改定に伴う本則及び別表

の改正） 

附 則（２００３年度規則第１２号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００５年（平成１７年）４月１日から施行する。 



（経過措置） 

２ この学則による改正後の第２９条ただし書の規定は、この学則の施行日

以後に理工学研究科の第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日に

おいて同研究科に在学する者に係る成績の表示については、なお従前の例

による。 

（通達第１２８９号）（注 理工学研究科において、成績表示を英字表記にするための改正） 

附 則（２００４年度規則第１号） 

この学則は、２００５年（平成１７年）４月１日から施行する。 

（通達第１３０５号）（注 政治経済学研究科の博士前期課程政治学専攻並びに博士後期課

程政治学専攻及び経済学専攻の収容定員を増員するための改正） 

附 則（２００４年度規則第３号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００５年（平成１７年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定（文学研究科に係る部分に限る。）

は、この学則の施行日以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の

前日において在学する者（次項において「在学生」という。）に係る教育

課程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目のうち、

文学研究科委員会が認めたものについては、在学生であっても、これを履

修することができるものとする。 

（通達第１３０８号）（注 文学研究科日本文学専攻及び史学専攻の授業科目の新設及び名

称変更並びにガバナンス研究科及びグローバル・ビジネス研究科の修了要件の変更を行う

ための改正） 

附 則（２００４年度規則第５号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００５年（平成１７年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表１の規定（文学研究科に係る部分に限る。）による授業科

目のうち、文学研究科委員会が認めたものについては、この学則の施行日

の前日において文学研究科に在学する者であっても、これを履修すること

ができるものとする。 

（通達第１３２２号）（注 会計専門職大学院会計専門職専攻（専）及び文学研究科臨床人

間学専攻（修）の設置に伴う本則及び別表１の改正）  

附 則（２００４年度規則第９号） 



（施行期日） 

１ この学則は、２００５年（平成１７年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定（法学研究科、政治経済学研究科、

文学研究科、理工学研究科及び農学研究科に係る部分に限る。）は、この

学則の施行日以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日にお

いて在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課程については、

なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による法学研究科、政

治経済学研究科及び文学研究科の授業科目のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも

のとする。 

（通達第１３５２号）（注 カリキュラム及び学費の改定に伴う別表の改正） 

附 則（２００４年度規則第１４号） 

この学則は、２００５年（平成１７年）４月１日から施行する。 

（通達第１３６２号）（注 専門職大学院研究科教授会における客員教員の取扱いの変更に

伴う改正） 

附 則（２００４年度規則第１９号） 

この学則は、２００５年（平成１７年）４月１日から施行する。 

（通達第１３７６号）（注 文学研究科臨床人間学専攻における「社会」の中学校教諭専修

免許状及び「公民」の高等学校教諭専修免許状の課程認定に伴う改正）  

附 則（２００５年度規則第２号） 

この学則は、２００６年（平成１８年）４月１日から施行する。 

（通達第１３８１号）（注 農学研究科の博士前期課程農芸化学専攻、農学専攻及び生命科

学専攻の収容定員を増員するための改正）  

附 則（２００５年度規則第３号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００６年（平成１８年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表１の規定中修了要件に係る部分については、この学則の施

行日（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、

施行日の前日において在学する者に係る修了要件については、なお従前の

例による。 

（通達第１３９２号）（注 グローバル・ビジネス研究科に係るカリキュラムの改定に伴う

別表の改正） 



附 則（２００５年度規則第４号） 

この学則は、２００６年（平成１８年）４月１日から施行する。 

（通達第１３９９号）（注 ガバナンス研究科に係るカリキュラムの改定に伴う別表の改

正） 

附 則（２００５年度規則第５号） 

この学則は、２００６年（平成１８年）４月１日から施行する。 

（通達第１４００号）（注 理工学研究科工業化学専攻の名称変更に伴う本則及び別表の改

正） 

附 則（２００５年度規則第１２号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００６年（平成１８年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定（商学研究科及び会計専門職研究

科に係る部分は除く。）は、この学則の施行日以後に第１年次に入学する

者から適用し、施行日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）

に係る教育課程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による法学研究科及び

経営学研究科の授業科目のうち、当該研究科委員会が認めたものについて

は、在学生であってもこれを履修することができるものとする。 

（通達第１４３２号）（注 カリキュラム及び学費の改定に伴う別表の改正）  

附 則（２００５年度規則第１２号） 

この学則は、２００７年（平成１９年）４月１日から施行する。 

（通達第１４３２号）（注 カリキュラムの改定に伴う別表の改正）  

附 則（２００５年度規則第１５号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００６年（平成１８年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の第３０条の２の規定は、この学則の施行日（以

下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日

の前日において在学する者については、なお従前の例による。 

（通達第１４４５号）（注 特任教員及び教務主任の新設、入学前に大学院において修得し

た単位に係る取扱いの変更等に伴う本則の改正）  

附 則（２００６年度規則第４号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００７年（平成１９年）４月１日から施行する。 



（経過措置） 

２ この学則による改正後の第２９条の規定は、この学則の施行日（以下「施

行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日

において在学する者については、なお従前の例による。 

（通達第１４８１号）（注 学業成績表記の変更に伴う改正） 

附 則（２００６年度規則第８号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００７年(平成１９年)４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則の施行の際、現に文学研究科臨床人間学専攻及びガバナンス研

究科ガバナンス専攻の修士課程に在学する学生に係る教育課程、修了要件

等については、当該学生が在学する間、なお従前の例による。 

３ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行日以後に第１

年次に入学する者から適用し、施行日の前日において在学する者（以下「在

学生」という。）に係る教育課程については、なお従前の例による。 

４ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による文学研究科及び

ガバナンス研究科の授業科目のうち、文学研究科委員会又はガバナンス研

究科教授会が認めたものについては、在学生であっても、これを履修する

ことができるものとする。 

（通達第１４９２号）（注 文学研究科臨床人間学専攻及びガバナンス研究科ガバナンス専

攻の課程変更等に伴う本則及び別表の改正） 

附 則（２００６年度規則第１０号） 

この学則は、２００７年（平成１９年）４月１日から施行する。 

（通達第１４９５号）（注 学校教育法等の改正による助教授の名称変更等に伴う本則の改

正） 

附 則（２００６年度規則第１３号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００７年（平成１９年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１及び別表１の２の規定は、この学則の施

行日（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、

施行日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育

課程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１及び別表１の２の規定による

授業科目（次項において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研



究科委員会又は当該研究科教授会が認めたものについては、在学生であっ

てもこれを履修することができるものとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

（博士後期課程の学生が修得した別表１の２に係る単位を除く。）は、当

該研究科の修了に必要な単位に含めることができる。 

（文学研究科臨床人間学専攻修士課程の在学生に係る学費の適用） 

５ この学則の施行の際、現に文学研究科臨床人間学専攻修士課程に在学す

る者に係る２００７年度（平成１９年度）から２０１２年度（平成２４年

度）までの学費については、文学研究科臨床人間学専攻博士前期課程の金

額を適用する。 

（ガバナンス研究科ガバナンス専攻修士課程の在学生に係る学費の適用） 

６ この学則の施行の際、現にガバナンス研究科ガバナンス専攻修士課程に

在学する者に係る２００７年度（平成１９年度）から２０１２年度（平成

２４年度）までの学費については、次の表に定める金額を適用する。 

 入学金 授業料 教育充実料 

2007 年度 280,000 1,000,000 230,000 

2008 年度 280,000 1,000,000 230,000 

2009 年度 280,000 1,000,000 230,000 

2010 年度 280,000 1,000,000 230,000 

2011 年度 280,000 1,000,000 230,000 

2012 年度 280,000 1,000,000 230,000 

（通達第１５２３号）（注 学部を基礎とする研究科所属及び各研究科に属さない本大学院

所属の特任教員等に係る規定の設置、別表１の２の新設、学校法人会計基準に準じた勘定科

目名称の変更、カリキュラム及び学費の改定等に伴う改正） 

附 則（２００７年度規則第２号） 

この学則は、２００８年（平成２０年）４月１日から施行する。 

（通達第１５５２号）（注 理工学研究科新領域創造専攻の設置に伴う本則及び別表１の改

正） 

附 則（２００７年度規則第７号） 

この学則は、２００８年（平成２０年）４月１日から施行する。 

（通達第１５７３号）（注 教養デザイン研究科の設置に伴う本則及び別表１の改正） 

附 則（２００７年度規則第８号） 

この学則は、２００８年（平成２０年）４月１日から施行する。 

（通達第１５７６号）（注 情報コミュニケーション研究科の設置に伴う本則及び別表１の



改正） 

附 則（２００７年度規則第１６号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００８年（平成２０年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表３の規定は、この学則の施行日（以下「施

行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日

において在学する者に係る教育職員免許状の種類及び教科については、な

お従前の例による。 

（通達第１６５１号)(注 理工学研究科新領域創造専攻及び教養デザイン研究科教養デザ

イン専攻における中学校教諭専修免許状及び高等学校教諭専修免許状の課程認定並びに文

学研究科演劇学専攻における教育職員免許状に係る課程認定の取下げに伴う別表の改正） 

附 則（２００７年度規則第１９号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００８年（平成２０年）４月１日から施行する。 

（経過措置）  

２ この学則による改正後の別表１、別表１の２、別表１の３及び別表３の

規定は、この学則の施行日（以下「施行日」という。）以後に第１年次に

入学する者から適用し、施行日の前日において在学する者（以下「在学生」

という。）に係る教育課程等については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１、別表１の２及び別表１の３

の規定による授業科目（次項において「新課程の授業科目」という。）の

うち、当該研究科委員会が認めたものについては、在学生であっても、こ

れを履修することができるものとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

（博士後期課程の学生が修得した別表１の２に係る単位並びに博士前期課

程及び修士課程の学生が修得した別表１の３に係る単位を除く。）は、当

該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第１６７２号）（注 専門職大学院学則の制定、ＦＤの実施に係る規定の設置、学校

教育法等の改正による引用規定に係る条文番号の変更、大学院委員会及び研究科委員会に

係る組織等の変更、別表１の３の新設、カリキュラム及び学費の改定等に伴う改正） 

附 則（２００８年度規則第１号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００９年（平成２１年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 



２ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行日（以下「施

行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日

において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課程について

は、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、教養デザイン研究科委

員会が認めたものについては、在学生であっても、これを履修することが

できるものとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第１６９８号）（注 教養デザイン研究科に係るカリキュラムの改定に伴う別表の改

正） 

附 則（２００８年度規則第１３号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２００９年（平成２１年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１及び別表１の３の規定は、この学則の施

行日（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、

施行日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育

課程等については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１及び別表１の３の規定による

授業科目（次項において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研

究科委員会が認めたものについては、在学生であっても、これを履修する

ことができるものとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第１７９０号）（注 各研究科及び各専攻の人材養成その他の教育研究上の目的に係

る別表４の新設、転入学、転科及び転専攻の制度の導入、カリキュラム及び学費の改定等に

伴う改正） 

附 則（２００９年度規則第３号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２０１０年（平成２２年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行日（以下「施

行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日



において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課程について

は、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、経営学研究科委員会が

認めたものについては、在学生であっても、これを履修することができる

ものとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第１８２３号）（注 経営学研究科に係るカリキュラムの改定に伴う別表の改正） 

附 則（２００９年度規則第４号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２０１０年（平成２２年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則の施行の際、現に理工学研究科新領域創造専攻、情報コミュニ

ケーション研究科情報コミュニケーション学専攻及び教養デザイン研究科

教養デザイン専攻の修士課程に在学する学生に係る教育課程、修了要件等

については、当該学生が在学する間、なお従前の例による。 

３ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行日（以下「施

行日」という。)以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日に

おいて在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課程については、

なお従前の例による。 

４ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも

のとする。 

５ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第１８２６号）（注 理工学研究科新領域創造専攻、情報コミュニケーション研究科

情報コミュニケーション学専攻及び教養デザイン研究科教養デザイン専攻の課程変更に伴

う本則及び別表の改正） 

附 則（２００９年度規則第１４号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２０１０年（平成２２年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表３の規定は、この学則の施行日（以下「施



行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日

において在学する者に係る教育職員免許状の種類及び教科については、な

お従前の例による。 

（通達第１８７３号）（注 情報コミュニケーション研究科情報コミュニケーション学専攻

における中学校教諭専修免許状及び高等学校教諭専修免許状の課程認定に伴う別表の改正） 

附 則（２００９年度規則第１６号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２０１０年（平成２２年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行日（以下「施

行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日

において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課程等につい

ては、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも

のとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（理工学研究科新領域創造専攻修士課程等の在学生に係る学費の適用） 

５ この学則の施行の際、現に次の課程に在学する者に係る２０１０年度（平

成２２年度）から２０１５年度（平成２７年度）までの学費については、

当該各号に掲げる課程の金額を適用する。 

(1) 理工学研究科新領域創造専攻修士課程 同専攻博士前期課程 

(2) 情報コミュニケーション研究科情報コミュニケーション学専攻修士

課程 同専攻博士前期課程 

(3) 教養デザイン研究科教養デザイン専攻修士課程 同専攻博士前期課

程 

（通達第１８９２号）（注 研究科委員長の名称を「研究科長」とすること、メディア授業

の実施、カリキュラム及び学費の改定等に伴う改正） 

附 則（２０１０年度規則第３号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２０１１年（平成２３年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１及び別表１の３の規定は、この学則の施



行日（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、

施行日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育

課程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも

のとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第１９３３号）（注 先端数理科学研究科現象数理学専攻及び文学研究科文芸メディ

ア専攻の設置に伴う本則及び別表の改正） 

附 則（２０１０年度規則第４号） 

この学則は、２０１１年（平成２３年）４月１日から施行する。 

（通達第１９６８号）（注 文学研究科文芸メディア専攻及び先端数理科学研究科現象数理

学専攻における中学校教諭専修免許状及び高等学校教諭専修免許状の課程認定に伴う別表

の改正） 

附 則（２０１０年度規則第９号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１１年（平成２３年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行日（以下「施

行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日

において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課程について

は、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも

のとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第１９８１号）（注 休学在籍料の導入、修士課程の新設、カリキュラム及び学費の

改定等に伴う附則及び別表の改正） 

附 則（２０１０年度規則第１４号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１１年（平成２３年）４月１日から施行する。 



 （経過措置） 

２ この学則の施行日（以下「施行日」という。）の前日において在学する

者が、施行日前に休学した期間については、改正後の第４５条第３項に規

定する通算の休学年限には算入しないものとする。 

（通達第２００３号）（注 休学に係る取扱いの変更に伴う改正） 

附 則（２０１０年度規則第１５号） 

この学則は、２０１１年（平成２３年）４月１日から施行する。 

（通達第２００４号）（注 入学資格等に係る規定の整備に伴う改正） 

附 則（２０１１年度規則第３号） 

この学則は、２０１２年（平成２４年）４月１日から施行する。 

（通達第２０３２号）（注 国際日本学研究科国際日本学専攻の設置に伴う本則及び別表の

改正） 

附 則（２０１１年度規則第９号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１２年（平成２４年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行日（以下「施

行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日

において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課程について

は、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも

のとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第２０５０号）（注 カリキュラム及び学費の改定等に伴う別表・附則の改正） 

   附 則（２０１１年度規則第１３号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１３年（平成２５年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 理工学研究科の収容定員は、改正後の第７条の規定にかかわらず、２０

１３年度（平成２５年度）は次のとおりとする。 

 

研究科 専  攻 収 容 定 員 



（通達第２０６８号）（注 理工学研究科建築学専攻博士前期課程及び新領域創造専攻博

士前期課程の入学定員及び収容定員の変更に伴う改正） 

   附 則（２０１２年度規則第１号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１３年（平成２５年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１及び別表４の規定は、この学則の施行日

（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施

行日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課

程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、理工学研究科委員会が

認めたものについては、在学生であっても、これを履修することができる

ものとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第２０７５号）（注 理工学研究科に係るカリキュラムの改定に伴う別表の改正） 

   附 則（２０１２年度規則第８号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１３年（平成２５年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１、別表１の３、別表３及び別表４の規定

は、この学則の施行日（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学

する者から適用し、施行日の前日において在学する者（以下「在学生」と

いう。）に係る教育課程等については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

博士前期 

課  程 

博士後期 

課  程 

合計収容 

定  員 

理 工 学 

研 究 科 

電 気 工 学 専 攻 

機 械 工 学 専 攻 

建 築 学 専 攻 

応 用 化 学 専 攻 

基礎理工学専攻 

新領域創造専攻 

１５０ 

１５４ 

１３２ 

７０ 

１２２ 

８５ 

１８ 

２１ 

１５ 

１５ 

３０ 

１５ 

１６８ 

１７５ 

１４７ 

８５ 

１５２ 

１００ 

計 ７１３ １１４ ８２７ 



において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも

のとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第２１５０号）（注 特別聴講学生の新設並びにカリキュラム及び学費の改定等に伴

う本則、附則及び別表の改正） 

   附 則（２０１２年度規則第１３号） 

 この学則は、２０１３年（平成２５年）４月１日から施行する。 

（通達第２１７９号）（注 博士論文研究基礎力審査合格者を博士後期課程の入学資格に加

えること並びに履修の届出方法及び学位論文提出のための再入学に係る在学期間要件の変

更に伴う改正） 

   附 則（２０１２年度規則第１４号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１４年（平成２６年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第７条の規定にかかわらず、２０１４年度（平成２６年度）に

おける法学研究科の収容定員は、次のとおりとする。 

研 究 科 専  攻 

収 容 定 員 

博士前期 

課  程 

博士後期 

課  程 

合計収容 

定  員 

法 学 研 究 科 

公 法 学 専 攻 

民事法学専攻 

４５ 

４５ 

１８ 

１８ 

６３ 

６３ 

計 ９０ ３６ １２６ 

（通達第２１８０号）（注 法学研究科の収容定員の変更に伴う本則の改正） 

   附 則（２０１３年度規則第２号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１４年（平成２６年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この学則の施行の際、現に国際日本学研究科国際日本学専攻の修士課程

に在学する学生に係る教育課程、修了要件等については、当該学生が在学

する間、なお従前の例による。 

３ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行日（以下「施

行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日

において在学する者に係る教育課程については、なお従前の例による。 



（通達第２１９３号）（注 国際日本学研究科国際日本学専攻の課程変更に伴う本則及び別

表の改正） 

   附 則（２０１３年度規則第３号） 

 この学則は、２０１４年（平成２６年）４月１日から施行する。 

（通達第２１９７号）（注 博士論文研究基礎力審査の合格を博士前期課程又は修士課程の

修了要件に加えることに伴う本則の改正） 

   附 則（２０１３年度規則第４号） 

 この学則は、２０１４年（平成２６年）４月１日から施行する。 

（通達第２２１４号）（注 グローバル・ガバナンス研究科の設置に伴う本則及び別表の改

正） 

附 則（２０１３年度規則第６号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１４年（平成２６年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１及び別表４の規定は、この学則の施行日

（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施

行日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課

程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも

のとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

 （国際日本学研究科国際日本学専攻修士課程の在学生に係る学費の適用） 

５ この学則の施行の際、現に国際日本学研究科国際日本学専攻修士課程に

在学する者に係る２０１４年度（平成２６年度）から２０１８年度（平成

３０年度）までの学費については、国際日本学研究科国際日本学専攻博士

前期課程の金額を適用する。 

（通達第２２３０号）（注 カリキュラム及び学費の改定等に伴う附則及び別表の改正） 

附 則（２０１３年度規則第１１号） 

 この学則は、２０１４年（平成２６年）４月１日から施行する。 

（通達第２２４６号）（注 学期名称の変更等に伴う改正） 

附 則（２０１４年度規則第８号） 

 この学則は、２０１５年（平成２７年）４月１日から施行する。 



（通達第２２９７号）（注 聴講生に係る聴講期間の変更に伴う改正） 

附 則（２０１４年度規則第９号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１５年（平成２７年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この学則による第２３条第３項の改正規定及び別表１の３を削る改正規

定は、この学則の施行日（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入

学する者から適用し、施行日の前日において在学する者に係る教育課程に

ついては、なお従前の例による。 

（通達第２２９８号）（注 別表１の３を削除することに伴う改正） 

附 則（２０１４年度規則第１６号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１５年（平成２７年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１及び別表４の規定は、この学則の施行日

（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施

行日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課

程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも

のとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第２３０９号）（注 カリキュラム及び学費の改定等に伴う附則及び別表の改正） 

附 則（２０１４年度規則第１８号） 

 この学則は、２０１５年（平成２７年）４月１日から施行する。 

（通達第２３１６号）（注 学校教育法の改正により研究科委員会及び大学院委員会の議決

事項を変更することに伴う本則の改正） 

   附 則（２０１５年度規則第１２号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１６年（平成２８年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行日（以下「施

行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日



において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課程について

は、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも

のとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第２３７７号）（注 カリキュラム及び学費の改定等に伴う附則及び別表の改正） 

   附 則（２０１５年度規則第１３号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１７年（平成２９年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この学則の施行の際、現に理工学研究科建築学専攻、基礎理工学専攻及

び新領域創造専攻の博士課程に在学する学生に係る教育課程、修了要件等

については、当該学生が在学する間、なお従前の例による。 

３ 改正後の第７条の規定にかかわらず、２０１７年度（平成２９年度）及

び２０１８年度（平成３０年度）における理工学研究科及び先端数理科学

研究科の収容定員は、次のとおりとする。 

２０１７年度（平成２９年度） 

研 究 科  専 攻 

収容定員 

博士前期

課 程 

博士後期

課 程 

合 計 収 

容 定 員 

理 工 学  

研 究 科  

電 気 工 学 専 攻  

機 械 工 学 専 攻  

建 築 学 専 攻 

建 築 ・ 都 市 学 専 攻 

応 用 化 学 専 攻  

基 礎 理 工 学 専 攻  

新 領 域 創 造 専 攻  

情 報 科 学 専 攻  

数 学 専 攻  

物 理 学 専 攻 

１５７ 

１６３ 

７６ 

８０ 

７５ 

６１ 

３５ 

４０ 

１５ 

１６ 

１８ 

２１ 

１０ 

７ 

１５ 

２０ 

１０ 

３ 

３ 

３ 

１７５ 

１８４ 

８６ 

８７ 

９０ 

８１ 

４５ 

４３ 

１８ 

１９ 

計 ７１８ １１０ ８２８ 



先 端 数 理 

科学研究科  

現 象 数 理 学 専 攻  

先端メディアサイエンス専攻 

ネットワークデザイン専攻  

３５ 

４５ 

３６ 

１５ 

６ 

３ 

５０ 

５１ 

３９ 

計 １１６ ２４ １４０ 

２０１８年度（平成３０年度） 

研 究 科  専 攻 

収容定員 

博士前期

課 程 

博士後期

課 程 

合 計 収 

容 定 員 

理 工 学  

研 究 科  

電 気 工 学 専 攻  

機 械 工 学 専 攻  

建 築 学 専 攻 

建 築 ・ 都 市 学 専 攻 

応 用 化 学 専 攻  

基 礎 理 工 学 専 攻  

新 領 域 創 造 専 攻  

情 報 科 学 専 攻  

数 学 専 攻  

物 理 学 専 攻 

１６４ 

１７２ 

０ 

１６０ 

８０ 

０ 

０ 

８０ 

３０ 

３２ 

１８ 

２１ 

５ 

１４ 

１５ 

１０ 

５ 

６ 

６ 

６ 

１８２ 

１９３ 

５ 

１７４ 

９５ 

１０ 

５ 

８６ 

３６ 

３８ 

計 ７１８ １０６ ８２４ 

先 端 数 理 

科学研究科  

現 象 数 理 学 専 攻  

先端メディアサイエンス専攻 

ネットワークデザイン専攻  

４０ 

９０ 

７２ 

１５ 

１２ 

６ 

５５ 

１０２ 

７８ 

計 ２０２ ３３ ２３５ 

４ この学則による改正後の別表１及び別表４の規定は、この学則の施行日

（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施

行日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課

程等については、なお従前の例による。 

５ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも

のとする。 

６ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第２３７８号）（注 理工学研究科及び先端数理科学研究科に係る専攻の廃止及び設

置に伴う本則及び別表の改正） 

   附 則（２０１６年度規則第１号） 



 （施行期日） 

１ この学則は、２０１７年（平成２９年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行日（以下「施

行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日

において在学する者に係る教育課程については、なお従前の例による。 

（通達第２３９７号）（注 理工学研究科に係る専攻の廃止及び設置に伴う別表１の改正） 

   附 則（２０１６年度規則第６号） 

 この学則は、２０１７年（平成２９年）４月１日から施行する。 

（通達第２４４１号）（注 学校教育法施行規則の改正による各研究科の方針に係る規定の

設定及び入学資格に係る規定の追加、教育方法の特例に係る規定の設定並びに機構名称の

変更に伴う本則の改正） 

   附 則（２０１６年度規則第１０号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１７年（平成２９年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この学則による改正後の別表３の規定は、この学則の施行日（以下「施

行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日

において在学する者に係る教育職員免許状の種類及び教科については、な

お従前の例による。 

（通達第２４４８号）（注 理工学研究科基礎理工学専攻における教育職員免許状に係る

課程認定の取下げ、理工学研究科数学専攻及び物理学専攻並びに先端数理科学研究科先端

メディアサイエンス専攻の設置における中学校教諭専修免許状及び高等学校教諭専修免

許状の課程認定に伴う別表の改正） 

   附 則（２０１６年度規則第１２号） 

 （施行期日） 

１ この学則は、２０１７年（平成２９年）４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１及び別表４の規定は、この学則の施行日

（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施

行日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課

程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも



のとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第２４５０号）（注 カリキュラム、人材養成その他教育研究上の目的及び学費の改

定等に伴う附則及び別表の改正） 

   附 則（２０１７年度規則第４号） 

 この学則は、２０１８年（平成３０年）４月１日から施行する。 

（通達第２４８１号）（注 学費の改定等に伴う別表の改正） 

附 則（２０１７年度規則第１１号） 

 この学則は、２０１８年（平成３０年）４月１日から施行する。 

（通達第２５１１号）（注 博士後期課程の再入学の起点を変更することに伴う改正）  

   附 則（２０１７年度規則第１４号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２０１８年（平成３０年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１及び別表４の規定は、この学則の施行日

（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行

日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課程に

ついては、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研究科委員会が認め

たものについては、在学生であっても、これを履修することができるものと

する。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第２５１９号）（注 カリキュラムの改定等に伴う別表の改正）  

   附 則（２０１７年度規則第１６号） 

 この学則は、２０１８年（平成３０年）４月１日から施行する。 

（通達第２５２４号）（注 法科大学院法務研究科を専門職大学院法務研究科に改組するこ

とに伴う改正） 

   附 則（２０１８年度規則第２号） 

 この学則は、２０１９年（平成３１年）４月１日から施行する。 

（通達第２５６６号）（注 学費の改定等に伴う別表の改正） 

附 則（２０１８年度規則第６号） 

この学則は、２０１９年４月１日から施行し、改正後の規定は、この学則



の施行日以降に再入学する者から適用する。 

（通達第２６０６号）（注 学位論文提出のための再入学に係る在学期間を規定することに

伴う改正） 

   附 則（２０１８年度規則第１０号） 

  （施行期日） 

１ この学則は、２０１９年４月１日から施行する。 

  （経過措置）  

２ この学則による改正後の別表１及び別表４の規定は、この学則の施行日

（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施

行日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課

程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも

のとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第２６１０号）（注 カリキュラム及び人材養成その他教育研究上の目的の改定等に

伴う別表の改正） 

   附 則（２０１９年度規則第３号） 

この学則は、２０２０年４月１日から施行する。 

（通達第２６４８号）（注 学費の決定に伴う別表の改正） 

   附 則（２０１９年度規則第６号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２０２０年４月１日から施行する。 

（経過措置）  

２ この学則による改正後の別表１及び別表１の２の規定は、この学則の施

行日（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、

施行日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育

課程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１及び別表１の２の規定による

授業科目（次項において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研

究科委員会が認めたものについては、在学生であっても、これを履修する

ことができるものとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位



は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第２６８８号）（注 カリキュラムの改定等に伴う別表の改正）  

附 則（２０２０年度規則第６号） 

（施行期日） 

１ この学則は、２０２１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この学則による改正後の第４条第６項、第３０条の２及び第４３条の４

の規定は、この学則の施行日（以下「施行日」という。）以後に第１年次

に入学する者から適用し、施行日の前日において在学する者については、

なお従前の例による。 

（通達第２７６４号）（注 既修得単位認定の柔軟化及び在学期間短縮条件の規定に伴う改

正） 

   附 則（２０２０年度規則第９号） 

  （施行期日） 

１ この学則は、２０２１年４月１日から施行する。 

  （経過措置）  

２ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行日（以下「施

行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日

において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課程について

は、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目（次項

において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研究科委員会が認

めたものについては、在学生であっても、これを履修することができるも

のとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第２７７１号）（注 カリキュラムの改定等に伴う別表の改正）  

   附 則（２０２１年度規則第４号） 

この学則は、２０２２年４月１日から施行する。 

（通達第２８０１号）（注 学費の決定に伴う別表の改正） 

附 則（２０２１年度規則第７号） 

この学則は、２０２２年４月１日から施行する。 

（通達第２８１５号）（注 メディア授業に係る規定の追加に伴う改正） 

   附 則（２０２１年度規則第１１号）  

  （施行期日） 



１ この学則は、２０２２年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１及び別表１の２の規定は、この学則の施

行日（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、

施行日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育

課程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１及び別表１の２の規定による

授業科目（次項において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研

究科委員会が認めたものについては、在学生であっても、これを履修する

ことができるものとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第２８２６号）（注 カリキュラムの改定及びメディア授業科目の開設等に伴う別表

の改正） 

附 則（２０２２年度規則第２号） 

この学則は、２０２３年４月１日から施行する。 

（通達第２８５０号）（注 学費の改定等に伴う別表の改正） 

附 則（２０２２年度規則第９号） 

この学則は、２０２３年４月１日から施行する。 

（通達第２８９０号）（注 学籍手続きの変更に伴う改正） 

   附 則（２０２２年度規則第１２号）  

  （施行期日） 

１ この学則は、２０２３年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１、別表１の２及び別表４の規定は、この

学則の施行日（以下「施行日」という。）以後に第１年次に入学する者か

ら適用し、施行日の前日において在学する者（以下「在学生」という。）

に係る教育課程については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１及び別表１の２の規定による

授業科目（次項において「新課程の授業科目」という。）のうち、当該研

究科委員会が認めたものについては、在学生であっても、これを履修する

ことができるものとする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第２９１７号）（注 カリキュラムの改定及びメディア授業科目の開設並びに人材養



成その他教育研究上の目的の改定に伴う別表の改正） 

附 則（２０２３年度規則第２号） 

この学則は、２０２４年４月１日から施行する。 

（通達第２９３２号）（注 学費の改定等に伴う別表の改正） 

附 則（２０２３年度規則第８号）  

  （施行期日） 

１ この学則は、２０２４年３月１３日から施行し、改正後の別表１の規定

は、２０２３年４月１日から適用する。 

  （経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定は、２０２３年度入学者から適用

し、２０２２年度以前の入学者に係る教育課程については、なお従前の例

による。 

（通達第２９９６号）（注 文学研究科博士前期課程臨床人間学専攻に係る修了要件の変更

に伴う改正） 

附 則（２０２３年度規則第９号）  

  （施行期日） 

１ この学則は、２０２４年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ この学則による改正後の別表１の規定は、この学則の施行日（以下「施

行日」という。）以後に第１年次に入学する者から適用し、施行日の前日

において在学する者（以下「在学生」という。）に係る教育課程について

は、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、改正後の別表１の規定による授業科目のうち、

当該研究科委員会が認めたもの（次項において「新課程の授業科目」とい

う。）については、在学生であっても、これを履修することができるもの

とする。 

４ 前項の規定により、在学生が新課程の授業科目を履修し、修得した単位

は、当該研究科の修了に必要な単位数に含めることができる。 

（通達第２９９７号）（注 カリキュラムの改定及びメディア授業科目の開設並びに人材養

成その他教育研究上の目的の改定に伴う別表の改正） 

 


